
2の2　一般行政職給料表の状況（令和2年4月1日現在）

円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円

（注）職員手当には退職手当を含みません。

6,135

平成30
年度

　　　　　　　　　千円

2,404,815

　　　　　　　千円　　　　　　千円

6,067

　　　　　　　　　千円 　　　　　　千円

住民基本台帳人口 人件費率

　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

　　　　　　千円

589,884

13.7

392 1,466,870

給　 料

　　　　　　　千円

348,061

13.6

（注）　人件費には、市職員給与及び市長等特別職、議会議員、各種委員会に支給される報酬、共済費（民間での社会保険料事業主負担分）を含んでいます。

職員数

Ｂ／Ａ

　　　　　計　　　　　Ｂ

2 職員の給与及び職員数の状況

2の1　総括
　　(1)　人件費の状況（令和元年度普通会計決算）

人件費 （参考）歳出額　 実質収支区　　分

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ Ｂ／Ａ　　職員手当 期末・勤勉手当

給与費

平成30年度の人件費率

　　　　　　％

58,221 228,953 3,781,450

　　　　　　人

　　(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

最高号給の
給料月額

人　 　　　　　千円　　　　　　　千円

　　(2)　職員給与費の状況（一般会計決算）
区分

（令和2年3月末） Ａ

令和元
年度 27,583,607

Ｂ

398

（注)　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。

令和元
年度

　　　　　　人 　　　　　　千円

1,477,525 338,093 598,878 2,414,496

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

１号給の
給料月額

１級 ２級 ３級

410,200

４級 ５級 ６級

319,200

７級

146,100 195,500 231,500 264,200 289,700 362,900

247,600 304,200 362,000 385,800 394,000 444,900

（H26）

99.5
（H26）

97.9

（H26）

98.6
（R01）

98.1

（R01）

98.3
（R01）

98.9

90.0

95.0

100.0

石狩市 類似団体平均 全国市平均

（指数）



2の3　職員の平均給与月額、初任給等の状況

円

円

歳 円 円

（注）

 　　　　 均である。                                                                          

      

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）

 　　　　 均である。                                                                          

      

大　学　卒 円 円 円 円

高　校　卒 円 円 円 円

高　校　卒 円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

2の4　一般行政職の級別職員数等の状況

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

2,431

1

287,312

182

部長等の職務

平均給与
月額（Ａ）

100.0

高　校　卒

６　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの
ではない。

職員数

　　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在）

大　学　卒

50.90

334,000

5　　級

7　　級

31 9.0

329,380

33.5

標準的な職務内容

2　　級

28.1

9.9

14 4.1

22

4　　級

主任の職務

主査又は係長の職務

6　　級
①部の次長等の職務
②困難な業務を処理する課長等の職務

6.4

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

①課長等の職務
②主幹の職務

116

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

9.0

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額
を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに
されているものです。また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていな
いことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　(2) 職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

51.20

353,439

387,535

-

59.50

347,100

公　　　務　　　員

平均給料月額 平均給与月額

円

　　　　　　　①一般行政職

43.20

石狩市

平均給与
月額

（国ベース）
平均給料月額

1　　級

　　(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和2年４月１日現在）

302,400

高　校　卒 －

うち用務員

類似団体

54.50

技能労務職

358,673

347,100

２　北海道の「平均給料月額」の値は、平成31年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

定型的な業務を行う職務

－

（注）１　石狩市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

北海道

326,070

国

区 分
石　　　　狩　　　　市

353,600

353,600 用務員 211,600

363,435

55.60

353,600

353,6001

歳

Ａ／Ｂ

石狩市

国 43.40

　　　　　　　②技能労務職

平均給与
月額（Ｂ）

区　　分

195,500

技能労務職

150,600

195,500

1.67

区　　分

一般行政職

７　「平均給与月額（Ａ）」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手
当の額を合計したものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

3　　級

初任給

１　石狩市の「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

59.50

備考

182,200

平均年齢

１　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

182,200

国

５　民間データは、賃金構造基本計画調査において公表されているデータを使用しています。（平成28年から平成30年の3ヶ
年平均）

４　類似団体の「平均給料月額」の値は、平成31年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

322,800

411,123

平均年齢

352,071

23

　　(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和2年4月1日現在）

対応する民
間の類似職

種
平均年齢

民　　間

34

97

３　国の「平均給料月額」の値は、平成31年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

経 験 年 数 15 年区　　　         分 経 験 年 数 10 年

255,000

－

302,400

150,600 160,100

職員数

経 験 年 数 20 年

構成比

初任給 ２年後の給料

150,600 160,100 160,100

255,000

－

341,100

394,942

２年後の給料

一般行政職
216,200

－

３　国の値は、平成31年4月1日現在における職員の平均を使用しています。

区 分

329,433

31



  

昇給に係る勤務実績の反映は、勤務実績に基づき昇給区分を決定している。

昇給区分及び昇給号俸数は次のとおりである。

1人当たり平均支給額（令和元年度） 1人当たり平均支給額（平成30年度）

千円 千円

（令和元年度支給割合） （平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　5～15％ ・役職加算　　　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　10～25％ ・管理職加算　10～25％

（0.90

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（0.90

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（1.45 （1.45 （1.45 （0.90

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

1.852.60

石　　　　　　　　狩　　　　　　　　　市

0号俸

1号俸

－

高齢層職員以外の職員

勤務成績が良好である職員 4号俸

　　(2) 昇給への勤務実績への反映状況

高齢層職員

国北　　　　　　　　海　　　　　　　　　道

2号俸

2号俸

勤務成績が良好でない職員 0号俸

1,687

2.602.60 1.90

1,505

　　(1) 期末手当・勤勉手当
2の5　職員の手当の状況

昇給号俸数

1.85

区分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤務成績がやや良好でない職員

（注）平成19年４月１日から、給料表を８級制から６級制に改正しています。

1級, 9.0% 1級, 10.9% 1級, 6.5%

2級, 9.9% 2級, 7.1%
2級, 5.6%

3級, 28.1% 3級, 27.6%
3級, 30.5%

4級, 33.5% 4級, 33.6%
4級, 34.4%

5級, 6.4% 5級, 8.5% 5級, 12.7%

6級, 9.0% 6級, 8.5% 6級, 6.2%
7級, 4.1% 7級, 3.8% 7級, 4.1%

0%
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30%
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90%

100%

令和2年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比



勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置　　　

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

千円

千円

　％

種類

千円  

千円

千円

千円

4.1

3

支給対象職員数

　　(4) 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

手当の種類（手当数）

20

日額200円

62支給職員1人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

主な支給対象職員等

社会福祉業務手当

支給実績（令和元年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）

市税等徴収業務手当

1,118

33.2707528.039533.27075

19.6695 24.58687524.58687519.6695 月分

東京都特別区

国

20 2

行旅死亡人取扱手当

福祉総務課

1

47.709

47.709

1,983

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

　　(2) 退職手当（令和2年4月1日現在）

47.709

3札幌市

39.7575

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

9,085

国の制度（支給率）

47.709

放射線取扱手当

行旅死亡人収容等業務

手当の名称 主な支給対象業務

犬、猫その他の動物の死体の収集は又運
搬業務

市税等の徴収業務

都市整備課
ごみ・リサイクル課

納税課・国民健康保険課

伝染病の患者等の防疫措置業務

エックス線その他の放射線に関する業務

日額300円

支給実績（平成30年度決算）

全職員

特殊現場作業等手当 下水道課

131,136

日額250円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

123,296支給実績（令和元年度決算）

422

国又は他の地方公共団体の要請に基づ
く災害復旧等業務

　　(5) 時間外勤務手当

防疫作業手当 保健推進課・農政課

左記職員に対する支
給単価

1件400円

日額400円

福祉総務課 1件3,000円

生活保護に関する現業業務 日額300円

野犬捕獲作業等手当

9

支給率

月分

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

661

28.0395

39.7575

支給対象地域

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

月分

支給実績（令和元年度決算）

47.709 月分

石　　　　　　　　　　　狩　　　　　　　　　　　市

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　  　　    　　　　勧奨・定年

21,455

　　(3) 地域手当（令和2年4月1日現在）

484

道路上作業手当

災害派遣業務手当

都市整備課 道路維持修繕作業業務

日額2,000円

診療放射線技師

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

日額300円

下水道管路施設内の点検、清掃業務



円

円

円

円

円

円

月分

休日勤務手当 支給割合100分の135 同じ 3,043 千円 117,038

教 育 長 任期終了後644,000円×8.514（任期3年の支給割合）　

教 育 長 644,000

月分

円

任期終了後退
職
手
当

副 市 長

市 長

735,000円×12.936（任期4年の支給割合）　

教 育 長
3.40

任期終了後

副 議 長

議 員

　　（算定方式）

常勤監査委員

920,000円×20.504（任期4年の支給割合）

590,000円×10.472（任期4年の支給割合） 任期終了後

常勤監査委員

議 長

市 長 　　（令和2年度支給割合）

　　（令和2年度支給割合）

3.40

　（支給時期）

920,000

期
末
手
当 議 長

　2の6　特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）

副 市 長

同じ 79,618

千円

給
料

寒冷地手当

市 長

区 分 給 料 月 額 等

円

450,000

590,000

副 議 長

735,000

円

円

報
酬

207,242

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員23,360円（月額）
②その他の世帯主である職
員13,060円（月額）
③その他の職員8,800円（月
額）

32,086

48,909

異なる 千円

①借家・借間居住職員
（家賃16,000円を超え
る者が対象）は、家賃
の額に応じて28,000円
を限度に支給（月額）
②配偶者等が借家・借
間に居住する単身赴
任手当受給職員は、家
賃の額に応じて14,000
円を限度に支給（月
額）

75,723異なる 25,670

260,341

内容及び支給単価

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②配偶者が借家に居住する
単身赴任手当受給職員は、
家賃の額に応じて13,500円を
限度に支給（月額）

23,691

扶養手当 同じ

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

支給職員1人当
たり平均支給年
額（令和元度決
算）

支給実績（令和元年
度決算）

国の制度と異なる内
容

　　(6)　その他の手当（令和2年4月1日現在）

千円管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②部次長相当職64,200円（月
額）
③課長相当職56,200円（月
額）

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、運
賃の額に応じて、55,000円を
限度に支給（月額）

異なる

①自動車等使用者
には、距離に応じて
2,000円から31,600
円の範囲内で支給
②交通機関利用者
には、運賃の額に応
じて、55,000円を限
度に支給（月額）

48,678

議 員

円

円

常勤監査委員

副 市 長

円

千円

370,000

400,000

国の制度との
異同

手　当　名

千円

俸給の特別調整額
として、区分別に定
められた額を支給

666,822



（各年4月1日現在）

 

（各年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人総合計

過去５年間　　　　　　　年　　度
 部 門 別

　　(3)　職員数の推移

2

(2.3%)

21人

▲11人

10人

(▲7.7%)

一般行政

教育

普通会計計 397 406

61 60

376

63 54 51

の増減数（率）

377 380

62

(7.6%)

▲4人

75

人

75

公営企業等会計計

(5.5%)385

(▲17.8%)

53 49 49 48

25人

457
職員数

2 19 39 33 31 26

人

46 38

人

以上

人 人

39歳 43歳

～

人

47歳 51歳

71

35歳

～

人 人

55歳 59歳

～

計

～

人 人 人 人 人

31歳

24歳

未満 23歳 27歳

52歳

～

32歳 48歳

～ ～

[    595   ］ [    595   ］ [     0     ］

28歳

～ ～

合　　計
451 457 6

20歳

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

60歳44歳 56歳

-3 部門間の調整

小　計 54 51 -3

19 16

下 水 道 9 9 0

0

水 道 17 17 0

-1

公営企
業等会
計部門

病 院 9 9

交 通

そ の 他

-1 定数外職員の配置

警 察特別行
政部門

教 育 49 48

消 防

小　計 49 48

欠員補充

小　計 348 358 10

衛 生 41 44 3

定数外職員の配置

体制強化

土 木 37 36 -1

民 生 95 105 10

-2 定数外職員の配置16

事務の統廃合縮小

113

0

　

028 28

18

労 働

商 工

総 務 112

5

1 体制強化

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職 員 数 （ 人 ） 対前年
増減数
（人）

　　(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由

11 -1

一般行
政部門

議 会 5

農 林 水 産

12

税 務

令和元年 令和2年

2の7　職員数の状況

333 324 324 331 348

平成30年 令和元年

　　(2)　年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在）

～

区　分

平成27年 令和2年

20歳 36歳 40歳

平成28年

主 な 増 減 理 由

358

447 439 438 440 451 457

平成29年

52 52

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

～19 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60～

構成比

5年前の構成比

%



歳 円 円

　　　③ 職員の手当の状況

千円　 千円　

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　 　　　期末手当　　　　 　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 　 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　5～15％ ・役職加算　　　5～15％

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置　　　

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

　　　

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

21,455

47.709

（1.45）

47.709

24.586875

石狩市（一般職)

（1.45）

月分

1,552

１回1,500円

　　　　エ　時間外勤務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 486

10,419

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 695

支給実績（令和元年度決算） 7,285

現場危険作業手当 石狩河口橋添架水道管調査作業に従事した職員

支給実績（平成30年度決算）

種類

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

水道料金等徴収業務手当 水道料金等の徴収業務に従事した職員 日額200円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 1,500

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 21.1

手当の種類（手当数） 2

-

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　　ウ　特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

支給実績（令和元度決算） 6

月分

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

47.709 47.709

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　  　　    　　　　勧奨・定年

月分24.586875

33.27075

19.6695

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　　イ　退職手当（令和2年4月1日現在）

月分33.27075

(0.90) (0.90)

19.6695

28.0395 28.0395

石狩市水道事業会計

1,505

2.60 1.90 2.60 1.90

　　　　ア　期末手当・勤勉手当

石狩市水道事業会計 石狩市（普通会計)

1人当たり平均支給額（令和元年度） 1人当たり平均支給額（令和元年度）

525,753

％　　　　 ％　

906,473 - 49,734

　　　② 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和2年4月1日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給

石狩市水道事業会計 45.2 316,632

資本的支出

収益的支出
千円　

1,825,421 3.78

5.49

平均月収額

5.70

総費用
純損益又は実
質収支

110,897

　　　　千円 千円　 千円　

平成30年度の総費用に占める職
員給与費比率

総費用に占める職
員給与費比率

68,916

- 9,085

（参考）

2の8　公営企業職員の状況
　　(1)　石狩市水道事業

　　　　ア　令和元年度決算

　　　①　職員給与費の状況

職員給与費
区分

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

％　　　　

39.7575

47.709

3.53

47.709

　　　　千円

39.7575

千円　 ％　



円

円

円

円

円

円

千円

2,208 千円 220,800

2,932 千円

909 千円

千円 92,017寒冷地手当

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員　23,360円（月額）　②そ
の他の世帯主である職員
13,060円（月額）　③その他の
職員8,800円（月額）

同じ

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

同じ

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②配偶者が借家に居住する
単身赴任手当受給職員は、
家賃の額に応じて13,500円を
限度に支給（月額）

同じ

3,292

227,250

50,331

管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②課長相当職56,200円（月
額）

732,900

　 7 千円

同じ

1,656

休日勤務手当 支給割合100分の135 同じ

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、運
賃の額に応じて、55,000円を
限度に支給（月額）

同じ 906

　　　　オ　その他の手当（令和2年4月1日現在）

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との異
同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績（令和元年
度決算）

支給職員1人当
たり平均支給年
額（令和元年度
決算）

扶養手当


